
 

 

東京都小山児童学園 

 

Ⅰ 入所児童の状況 

   令和６年３月１日現在、５２人（一時保護委託児童１人を含む。）の子どもが当園

で生活している。 

１ 入所理由 

令和６年３月１日現在、被虐待を主訴とする児童が３９人、主訴ではないが明ら

かに被虐待体験を有する児童を含めると４３人となり、全体の８４．３％である。 

それらの児童のうち、保護者に所在を秘匿にしている児童は児童福祉法第２８条

により入所している児童２人を含め１１人いる。 

なお、入所児童中、措置変更又は施設退所後家庭復帰したものの施設に再措置さ

れた児童は１５人（２９．４％）おり、養育家庭から３人、児童自立支援施設から

３人、他児童養護施設から５人、乳児院から４人となっている。 

２ 年齢 

入所児童中、小学生以下は１６人で３１．４％、中学生以上は３５人で６８．６％

である。なお、令和５年度入所した８人のうち６人が中学生以上であった。 

３ 児童と保護者 

入所児童中、親族を含む保護者と交流を行っている児童は３４人で６６．７％で

ある。保護者との交流がまったくない児童は１７人で３３．３％である。 

児童の平均在園数は３年９か月である。 

４ 児童の疾病等の状況 

慢性疾患を持つ児童は５人在籍し、定期的な通院を行っている。主な疾患はⅠ型

糖尿病、呼吸器疾患等で、都立小児総合医療センターや近隣医療機関に通院してい

る。 

また、愛の手帳を所持している児童は６人、特別支援学級に通学している児童は

小学生６人、中学生３人である。精神科医師の定期診察を受けている児童は１６人

おり、都立小児総合医療センター、多摩あおば病院等に通院している。 

５ 一時保護児童の受入れ 

一時保護児童の受入れは、６人（高校生２人、中学生３人、小学生１人）で、の

べ３１１日間行った。 

 

Ⅱ 事業展開の総括 

児童が安全で安心して生活できる快適な環境を整え、大人や社会への信頼感の回復

を図りつつ、心身ともに健全な成長を支援することにより、「自立と自律」の二つの

「じりつ」を育むことを目指した園運営を行った。 

また、令和８年度から予定されている園舎の改築を円滑に進めるために、改築期間

を見据えた入所調整等を図りながらも、児童自立支援施設や児童相談所一時保護所の
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長期在留児の入所受入れ等、東京都の児童福祉のセーフティネットとしての役割を継

続して果たしてきた。 

園運営にあたっては、マインドフルネス（アンガーマネジメント）講習等による風

通しの良い職場づくり、外部講師・スーパーバイズを活用した研修、医師の巡回相談

等による高い専門性とスキルを備えた人材確保・育成、関係機関やＮＰＯ法人との連

携等による児童支援の充実、ＩＣＴを活用した効果的・効率的な業務執行、働きやす

い職場の整備等、重層的な取組により、安定的な園運営を行った。 

 

Ⅲ 事業実績 

１ 利用者・児童の権利擁護及び最善のサービスの提供 

（１）アクションⅠ－① 権利擁護（虐待防止等）の徹底  

 令和４年度に発生した被措置児童虐待認定事案の「検証・改善委員会」における

検討及び中間報告に基づいた児童の権利擁護の推進に向けた取組み、検証・改善委

員会の外部委員による全職員へのヒアリング（児童の権利擁護の意識向上への指

導・助言も含め）を行った。また、苦情解決・リスクマネジメント委員会を中心に、

児童の権利擁護・不適切な支援・虐待防止に向けたセルフ＆アナザーチェック（年

２回）の実施及びその集計結果に基づく意見交換の機会の設置、職員倫理綱領及び

体罰防止規程に加え、「支援のこころえ（職員支援規範）」を策定し、毎日の連絡会

での輪読を実施、スーパーバイザーによる新規・転入職員向けの権利擁護研修の実

施等、重層的な取組をとおして、不適切な支援・虐待の防止（未然防止、再発防止

も含めた取組の強化）を行った。 

また、養護会議を年３回開催し、全職員から集約した議題についての話し合いの

場を設けた。今年度は、「食事場面での支援について」、「高校生のアルバイトについ

て」、「呼称について」、「今年度の支援を振り返って」等について話し合い、日ごろ

の支援の振り返りと共有を行った。 

 

事 項 計 画 実施回数等 内容・協力機関等 

苦情解決・リス

クマネジメント

委員会 

１０回  １０回 

① 児童の権利擁護・苦情解決

に関すること 

② ＣＡＰ（子どもへの暴力防

止プログラム）・マルトリ

ートメント（不適切な養

育）等 

権利擁護・虐待

防止に関する研

修受講率 

１００％ 

（全職員実施） 

１００％ 

（全職員実施） 

園で実施する権利擁護や虐待

防止に関する研修に加えて、

事業団共通の虐待防止研修

（ｅ－ラーニング）も実施 
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（２）アクションⅠ－② 利用者・児童等からの要望や苦情への適切な対応 

 ア 福祉サービス第三者評価の活用 

令和５年度においても、福祉サービス第三者評価を受審しサービス内容の検

証・改善に取り組んだ。 

なお、令和４年度の指摘を受け、令和５年度は以下の取組を行った。 

令和４年度の更なる改善が望まれる点 

ア 今後も社会状況の変化等に応じて適時・適切な対応ができるよう、マニ

ュアルの見直しをするとよい。 

イ 共有部分の整理整頓を通して、公共性を大切にするという社会性を身に

付けられるよう、指導するとよい。 

ウ 園の専門性を地域や社会に還元する取り組みを一層充実し、地域の子ど

もの安全・安心な育ちを支援する取り組みの工夫に期待する。 

（ア）リスクマネジメント・苦情解決委員会や専門職が連携・協議を行いながら

社会状況の変化や現行の支援・生活実態に即した対応が図れるよう、児童指

導・寮運営の手引きの「性的事故発生後の対応フローチャート」、「緊急時

（火災・救急）電話対応マニュアル」、「アレルギー対応マニュアル」の見

直しを行った。 

（イ）寮職員の日常的な清掃や整理整頓に加え、共有部分の清掃業務をシルバー

人材センターへ委託し、環境整備を行った。また、児童の居室清掃について

は、児童個々に応じて、職員が主にしていくこと、児童が主体的に掃除をす

る中で職員が介入していくこと等、児童の生活の中での自立支援を実施し

た。 

（ウ）専門職（看護、栄養等）が、子どもの育ちや健康的な生活に役立つ情報を

リーフレットにまとめ、地域の自治会を通じて地域住民への情報提供を行っ

た。また、地元の住民クラブの活動への園庭開放、自治会等との共催行事

（盆踊り大会、餅つき体験会）の開催等、園機能や設備等の地域への還元、

園と地域との交流・親睦を深める機会を設けた。 

 

    また、令和５年度も福祉サービス第三者評価を受審し、評価項目における標準

項目の達成率１００％を達成した。 

事 項 （評価項目における標準項目の達成率） 

第三者評価結果 計画１００％ 実績１００％ 

  

イ 苦情解決制度の充実 

苦情解決委員会を年１０回開催するとともに、第三者委員（通称「児童相談員」）

による相談の場を設定し、児童相談員が児童と一緒に会食する機会や行事に参加
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する等により、相談しやすい雰囲気作りを行った。 

また、子どもからの相談や苦情に速やかに対応し、子どもの理解を得た。 

第三者委員（人数・属性等） 計画回数 実施回数 

３人（主任児童委員、民生・児童委員、

弁護士） 
１２回 

１１回 

（感染症のため１回

中止） 

  

 ウ 利用者満足度調査の実施 

児童の率直な意見や要望等を知る手掛かりや、児童がより良い生活や支援の改

善に繋げていくために、「みんなのこえ（子どもアンケート）」（満足度アンケ

ート調査）を実施した。なお、アンケート調査の実施にあたっては、全児童から

アンケート回答が得られるよう、児童個々にアンケート調査の目的を説明すると

ともに、小学校３年生以下の児童については聴き取り形式、小学校４年生以上に

ついては個々の能力に応じ聴き取り、又は記述形式での調査とする等の工夫を行

った。 

アンケート調査結果については、職員の意見も添え、児童に分かりやすい形で

フィードバックを行った。 

実施内容（テーマ） 実施時期 

「あなたは学園で、安心して、楽しく生活できています

か。」「学園の職員から、あなたは大切にされていると感じ

ますか。」等、全１２項目 

１２月 実施 

３月 フィード

バック 

 

（３） アクションⅠ－③ リスク管理の推進 

 ア 個人情報保護、情報セキュリティ対策の徹底 

例月の東京都小山児童学園個人情報保護方針の輪読、事業団共通の研修（ｅ－

ラーニング）の活用、リスクマネジメント委員会での個人情報の保管・持ち出し

の適切な取扱いの徹底、注意喚起等を行い、個人情報保護、情報セキュリティ対

策の徹底を図った。なお、情報セキュリティ対策においては、園独自のサイバー

セキュリティ被害を受けないための動画配信を行い、対策の強化を図った。 

 

 イ リスクマネジメントの徹底 

リスクマネジメント委員会を中心に、ヒヤリハット・事故基準（指針）の作成

を行い、潜在するリスクの表出化、事故発生時の早期対応や未然防止策の強化を

図った。また、ヒヤリハット、事故報告の内容については、リスクマネジメント

委員会で報告を行うとともに、ヒヤリハット・事故の分析・検証、必要に応じて、

再発防止・改善策の検討を行った。 

その他、地震対策としてチェックリストを活用した家具転倒防止措置のチェッ
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クを定期的に行った。 

事  項 計 画 実施回数等 内容・協力機関等 

事故予防 適宜 １０回 

園内事故防止と対策について、ヒヤ

リハット・事故報告の分析・検証、改

善策の検討等を行った。 

地震対策 ２回 ２回 
 転倒防止チェックリストを活用し、

寮の危機管理意識を高めた。 

リスクマネジ

メント委員会 
１０回 １０回 

 各寮の職員と幅広い視点で協議を

行うとともに、入所児童について情報

共有と注意喚起を行った。 

入所前リスク

マネジメント

会議 

適宜 ７ケース 

 入所にあたっては、園長、部門長、

支援グループリーダー、関係機関等も

交えて寮職員と一緒に事前のリスク

把握と対応策確認を行った。 

 

  ウ 感染症対策・新型コロナウイルス対策の徹底 

 新型コロナウイルス、インフルエンザやノロウイルス等の感染症や食中毒の発

生を防止するため、支援場面での感染症対策の徹底を図った。 

 感染症に罹患する児童や職員はいたが、感染拡大を防ぐための対応を図り、園

内で蔓延することはなかった。 

事  項 計 画 実施回数等 内容・協力機関等 

感染症等予防 適宜 適宜 

 インフルエンザ予防接種の実施、 

看護師による感染症予防等の指導、抗

原検査の実施を適宜行った。 

 

（４）アクションⅠ－④ 利用者・児童の人生の選択肢を広げる支援 

 ア 家族再統合及び自立に向けた取組強化 

 家族関係に配慮を要する児童を除き、ＦＳＷと寮職員が、児童相談所及び関係

機関との連携のもと、家族が持つ課題に向き合いながら、保護者や親族との交流

を進め、家族・親子関係の再構築支援を行った。保護者（親族を含む。）との面会

を実施した児童は３３人おり、うち１５人の児童は、保護者との外泊も実施し、

家族再統合に向けた取組を行った。（必ずしも家庭復帰を前提としない交流を含

む。）  

 また、高校３年生には、個別に進路相談を実施し、進学や就職等に向けた意向

確認、進路決定、退所後の生活を想定した自活訓練室の活用、自立に向けた指導・

助言等を行い、３人が大学進学、２名が就職した。１名は措置延長を行い、来年

度の退所に向けた支援を継続していく。 
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寮での食事の中では、食育メニューを取り入れたテーブルマナー等を学ぶ機会

を設けた。 

＊ 家族再統合 

 計 画 実 績 

親子宿泊 

延１０泊 延４泊 

対象児童２人 
１人 

／対象児童２人 

保護者との面会、外出 

延１０４回 延６８回 

対象児童２６人 
３３人 

／対象児童３３人 

保護者との外泊 

延７７泊 延１８０泊 

対象児童１１人 

１５人 

／対象児童１５人

（親子宿泊対象児童

２人含む） 

 

  ＊ 自立に向けた支援 

 計 画 実 績 

学習会等実施回数 
延３３６回 延１０９回 

学習ボランティア１４人 実施児童９人 

学習塾通塾児童 

８人 ５人 

対象児童４２人 

（小学校５年生以上） 
対象児童４２名 

自活訓練等実施回数 

延３５日 延１６８日 

対象児童７人 

（高校３年生以上） 

５人 

／対象児童７人 

 

   ＊ 児童の進路決定率 

進路決定率 

（進路先内訳） 

８３％（高校３年生の児童数６人） 

（進路先内訳：大学３人、就職２人） 

      

 イ アフターケアの充実 

 自立支援コーディネーターと寮職員が連携し、計画的なアフターケアに努め、

１４８人のアフターケア対象児童のうち連絡可能な１２７人の退園生に対して

来園、訪問、電話連絡等を行い、現状の把握をした上で、園全体で共有した。 

 盆踊り大会が４年ぶりに再開されたこともあり、盆踊り大会当日は、多くの退

所児童が来園し、それぞれの近況の報告等を職員と行う機会となった。また、今
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年度はコロナ禍明けで久しぶりに来園する児童や電話連絡があった児童が多く、

アフターケアの実績が増えた。 

 

＊ 退所児童のアフターケア 

（対象児童：自立児童退所後１０年、家庭復帰児童退所後５年、その他アフタ

ーケアが必要な児童） 

 計 画 実 績 

実施人数 
８４人 

／対象児童１０２人 

１２７人 

／対象児童１４８人 

対象児童うち、親等の連絡拒

否、児童の行方不明等により

実施が困難な児童数 

１８人 ２１人 

 

 ウ 外部機関の活用 

 ＮＰＯ法人「はぐくみ」による児童の個別・小集団の外出を行い、児童の余暇

の充実に繋げた。また、ブリッジフォースマイルが企画する「インターネットの

有効活用講座」を開催し、小・中・高それぞれの段階に合わせてワークショップ

を実施した。 

 弁護士２名による児童向けの学習会（１回目「（違法）薬物の危険を語る」、２

回目「少年たちが巻き込まれやすい犯罪やＳＮＳトラブルの対処法」のワークシ

ョップ）を開催した。 

 

  エ グループホーム職員体制の充実 

他施設グループホーム職員との相互交流研修において、東京都社会福祉協議会

（東社協）児童部会のグループホーム制度委員会への参加等により、グループホ

ーム運営に関する情報収集や学習（職員の支援スキル向上も含む。）を行った。 

 

２ 支援技術の蓄積及びそれを活かした高度なケアの提供 

（１）アクションⅡ－① 高い専門性を発揮できる職員の育成 及び  

   アクションⅡ－④ 質の高い人材の確保・定着 

 ア 質の高い人材確保・定着対策の充実 

    事業団事務局で実施する人材確保・育成、施設見学会等の取組みに積極的に応

じるとともに、養成学校への講義に出向くことや園内での大学ゼミの開催（職員

がゼミの講師を担う。）等、質の高い人材の確保に努めた。また、離職防止の観

点から、委員会や会議等にグループリーダーや専門職も参加し、いつでも相談で

きる姿勢を示し、困りごとを職員が抱え込まないよう配慮した。 
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  イ ＯＪＴ推進体制の強化 

  新任職員には、６月、１１月、３月にＯＪＴ職員育成計画書を利用して、園長、

部門長、支援グループリーダー、チューターを交えたヒアリングを実施し、新任

職員が抱える課題や改善事項について助言やアドバイスを行った。 

 また、外部講師（大学教授）や事業団職員ＯＢによるスーパーバイズを活用し、

新人職員のみならず中堅職員、リーダー職員やチューター職員等職層別に研修を

実施した。 

 

 ウ 計画的・効果的な研修の実施 

事業団が実施する新任研修やチューター研修、東社協児童部会が実施する新任

職員学習会・中堅職員研修等を受講し、資質向上を図った。また、近隣の民間児

童養護２施設との学習会の開催（年２回）、事業団障害児施設との相互派遣研修

を行い、支援力向上と施設間交流を図った。（研修は下表のとおり）。      

研修内容（テーマ） 参加人数 実施時期 

新転入職員基礎研修（オリエンテ

ーション） 
延２４人 

４月・６月・７月・

１０月・１月 

権利擁護研修 支援職全員 
４月・１０月・ 

１２月・３月 

マルトリートメント（不適切な養

育）予防研修 
２人  ４月 

アンガーマネジメント研修 延５４人 
５月・１２月 

２月・３月 

事例検討会 ３６人 

９月 

※２月実施予定分は感

染症流行のため中止 

園全体研修 ３４人 １０月 

ＣＡＰ（子どもへの虐待防止プロ

グラム）大人ワークショップ 
７人 １２月 

施設見学、他機関の理解 延２９人 ５月・１０月・２月 

園外専門研修 延４８人 通年 

ＣＡＲＥ（児童相談センター治療

指導課） 
９名 ７月 

     

  エ 外部専門家、外部医師等との連携 

 事業団職員ＯＢによるスーパーバイズ（２名で年延べ６回）、大学教授による

スーパーバイズ（年３回）、医師の巡回相談（年９回）を積極的に活用し、職員

チーム・職層別のレベルアップ、職員個々のスキルアップ、職員の支援方法等の
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困りごとへのスーパーバイズ、事例検討への助言等を受けた。外部研修への積極

的な参加を図り、福祉職・心理職の専門性の向上、児童の権利擁護と虐待防止に

繋げた。 

 

（２） アクションⅡ－② 東京の福祉の増進に寄与する先駆的取組の推進  

 ア 特別な支援が必要な児童の受入れ 

令和８年度から予定されている園舎の改築を見据えた入所調整等を図りなが 

らも、児童自立支援施設や児童相談所一時保護所の長期在留児の入所受入れ等、

東京都の児童福祉のセーフティネットとしての役割を継続して果たしてきた。令

和５年度においては、入所した８人のうち６人が中高生であった。 

さらに、児童福祉法第２８条確定ケースを含め施設名秘匿等保護者対応に特別 

な配慮を要する児童が１４人、慢性疾患を持つ児童、愛の手帳を所持している児

童、精神科医師の定期診察を受けている児童等、特別な支援が必要な児童が多く

入所している。 

  ＜参 考 令和６年３月１日現在＞ 

中学生・高校生の人数（割合） 全５１人中３５人、６８．６％ 

定期的に通院する児童の人数

（割合） 
全５１人中２１人、４１．２％ 

 

 イ 専門的な支援の充実 

 児童相談所、学校、病院等の関係機関と密接な連携を図りながら、学園として

の主体的なケースマネジメントを行った。 

 入所児童の自立支援計画は５月に策定し、１０月と３月に園内で専門職も含め

て進行管理と必要な見直しを行った。 

（ア）児童の状況をアセスメントし、必要と判断した児童については、施設心理

職による個別心理面接を計画的に実施し、カウンセリングや遊戯療法を用い

た心理療法を積極的に行った。定期的な個別心理面接を行った児童は４２人、

必要に応じて随時の個別心理面接を行った児童が５人であった。 

＊ 心理職員による利用者へのケア 

項 目 計 画 実 績 

個別面接 

延６００人 

（全５９人中５０人、 

８４．７％） 

延７１０人 

（全５５人中４７人、 

８５．５％） 

（イ）児童の支援に関する事例検討を２つの寮で実施した。医師による巡回相談、

外部講師によるスーパーバイズを積極的かつ計画的に活用し、支援の向上を

図った。 
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（ウ）「ココカラ委員会」（ココロとカラダ委員会）を計１０回開催した。児童個々

の各年齢や性別等の状況等に応じた内容での性教育を行った。 

また、年３回「ココカラ新聞」（「暴力」、「自分の気もちを上手に言葉にする

には」、「自分に合った服ってなに」）を発行し、自分の体を守ることの大切さ

や、自分と他人の境界について等、日常生活の中で意識づけができるよう取

組を行った。 

さらに、職員の知識と理解を深めるため、石神井学園と合同委員会を開催

し、意見交換やグループに分かれての新聞作りを行った。 

（エ）不登校・登校渋りにならないよう全児童に学校へ通うことの大切さを継続

して伝えるとともに、児童個々にあった教育環境の提供（適応教室等への通

学等）ができるよう、学校等の関係機関と連携した支援を行った。中学３年

生１人は、私立高校に合格し、高校３年生の６人は、３人が進学、２人が就

職した。また、１名は措置延長を行い、今後も支援を続けていく。 

 

 ウ 家庭的な寮運営 

（ア）家庭的な環境での養育 

     児童一人ひとりが大切にされていることを実感でき、落ち着いた生活を送る 

ことで情緒の安定が図られ、生活において他人を思いやることができる温かい 

雰囲気の寮運営を行った。 

     具体的には、一人ひとりの子どもと個別対応を行う時間を設けるとともに、

外出や家庭的行事を実施する等、様々な生活体験を提供した。 

     グループホームみずきについては、地域の中で家庭的な養護を実践してきた。 

 

名 称 定 員 備 考 

みずき ６名 国型 

   

  （イ）自主調理・出張調理等の充実 

児童が食事や調理への関心・興味を深めることが出来るよう、家庭的な雰

囲気を意識した食事提供、自主調理や出張調理では児童からリクエストを募

り、バラエティに富んだメニューで実施した。 

食育メニューでは、食器の置く位置（和食）、ナイフとフォークの使い方、

サンマ一匹の食べ方、食材の不思議（ハロウィンの色が変わるスープ）等、

楽しく且つ日常場面で役立つような内容を実施した。  

さらに、寮職員に対しては、食事委員会を通じて定期的に食育に関する情

報提供等を行った。 
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 ＊ 自主調理・出張調理 

 計 画 実 績 

自主調理 

（寮で買い物、調理を実施） 
３０回 ４６回 

出張調理 

（調理員が寮で調理） 
２３回 ２３回 

食育メニュー 

（食器の置く位置、ナイフとフォークの使い方等） 
６回 ６回 

 

（３） アクションⅡ－③ 先進的取組等により蓄積してきた支援技術を他団体へ普及   

 ア 専門的な支援技術等の普及啓発 

保育士養成専門学校への講師派遣や、社会福祉士養成大学、保育士養成大学・

短大・専門学校の学生の実習受入れ及び施設見学の受入れを積極的に行った。 

 

事 項 延計画人数 延実績人数 

保育士実習生の受入れ ５０３人 ４５３人 

社会福祉士実習生の受入れ １０９人 ７２人 

施設見学の受入れ ５０人 １０１人 

近隣児童養護施設や関係機関との連携については、以下の取組を行った。 

事項 実施内容 実施時期 

児童養護施設体験研

修の受入れ 

児童相談所の新任層職員の児童養護

施設体験研修（延べ８人） 

１２月 

３人受入 

ＮＰＯ法人キーアセット（児童相談所

フォスタリング事業）による里親予定

者の児童施設体験（２人） 

１月 

延２人受入 

事業団内の交換研修 
八街学園グループホーム、七生福祉園

相互派遣研修 
４月、２月 

 

３ 施設機能を活用した地域等との連携 

（１）アクションⅢ－② 地域における子育て家庭等を支援 

  ア 地域における公益的な取組 

地域貢献の一環として、栄養士による「朝食をしっかり食べよう！」や、看護

師による「頭痛とは？（頭痛とのつき合い方）」といった啓発リーフレットを作成

し、地域自治会へ提供した。 
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（２）アクションⅢ－③ 地域が求める役割を担い、地域と協働（コミュニティづくり

や災害対応等） 

 ア 多様な主体との連携 

 ボランティアやＮＰＯとの連携が可能な領域については、積極的に活用するこ

とで、児童への多様なメニューの提供を行った。 

また、例年開催しているボランティアとの懇談会は、新型コロナウイルス感染

症の予防の観点から中止としたが、日々来園した際に寮職員やボランティア担当

との情報交換を密に行った。 

事 項 延計画人数 延実績人数 内容 

学習指導 ３５３人 １１７人 

個別学習（９人） 

サッカーボランティア（年２回）

延５人 

遊び 

（３領域） 
３８４人 ２２２人 

中央大学サークル「青い鳥」（５２

人） 

ＮＰＯ法人「ＮＩＣＥ」（２１人） 

学生団体「ＳＷＩＴＣＨ」（４２

人） 

みらい子ども財団（１０７人） 

環境整備 １０人 ７人 樹木の剪定、草むしり 

環境教育 ２人 ７人 
川清掃、川遊び（地域環境保全団

体） 

ホームステイ １０人 ２７人 

家族との交流が希薄な児童を対

象とした長野県飯田市でのホー

ムステイ 

 

 イ 地域との連携・協力関係の強化 

これまで築いてきた地域との良好な関係を維持し、盆踊り大会や餅つき体験会

等の行事や総合防災訓練の実施、施設開放等を通して、開かれた施設運営を行っ

た。 

内 容 対象者・実施回数・参加者数等 

地域自治会等との懇談会 都度メール等による形式で対応 

小・中学校との連絡会の開催 
本村小学校教員 年１回 １１人 

久留米中学校教員 年１回 １３人 

高齢者グランドゴルフグルー

プへの会場提供 

「野火止会」 

延べ４３４人 登録数１９人 年３７回 
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内 容 対象者・実施回数・参加者数等 

総合防災訓練 「みどり自治会」 年１回 ２０人 

盆踊り大会 「みどり自治会」等 年１回 ２９５人 

餅つき体験会 「みどり自治会」等 年１回 ９０人 

 

 ウ 災害・防犯対策の取組強化 

 １０月に実施した総合防災訓練では、東久留米消防署の協力の下、煙り体験や

水消火器を使った消火訓練、ＡＥＤ講習を行った。学園児童や職員と共に地域自

治会の方々も参加し、災害発生時における学園と地域との連携強化に努めた。１

月に行った事業団合同防災訓練においては、安否確認・設備点検や災害伝言ダイ

ヤルの使用訓練及び参集訓練を実施した。 

 

事  項 計 画 実 施 内容・協力機関等 

防災訓練 

（避難・消火訓練） 

１１回 １１回 法令により毎月実施 

１回   １回 

地域自治会と共催の総合防災訓

練は、１０月に東久留米消防署

の協力・指導を受け実施 

「リスクマネジメ

ント委員会」におけ

る検討 

１回 １回 

「リスクマネジメント委員会」

において、「事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）及び対応マニュアル」の改正

内容の検討を行った。 

 

４ 運営体制の強化及び経営の透明性確保 

（１）アクションⅣ－② 自律的な経営実現のための自主財源の確保 

 予算執行にあたっては、費用対効果の観点および職員の間接業務負担軽減の両面

からオンライン購入や学校関係費用のネットバンキングを使った送金等を推進し、

効率的・効果的な事業執行を図った。 

 

（２）アクションⅣ－③ＩＣＴや次世代介護機器を活用した働きやすい職場環境の整備 

 支援記録システム「あおぞら」の円滑な導入を行うとともに、ペーパーレス機能

のある複合機の導入や児童精神科医の巡回相談時に議事録作成ソフトを活用する

等、業務の効率化を進めた。 
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（３）アクションⅣ－④ 魅力とやりがいにあふれる職場環境の実現 

 「職員の良好なチームワークなくして、児童の安定した生活なし」をモットーに、

明るく元気で風通しの良い職場づくりに、職員が一致団結して取り組んだ。 

職員間での日常の挨拶や声掛けを励行するとともに、常に相手に配慮したきめ細

やかな業務引継ぎを心掛け、風通しの良い職場づくりに取り組んだ。 

現場に近い支援グループリーダーや棟総括、ＦＳＷが各寮のフロア会議に参加し、

寮の状況把握を行うとともに、課題等の相談に対して助言を行った。 

職員のストレス軽減と感情コントロールスキルの習得を目的にマインドフルネス

講習（アンガーマネジメント講習）を年２回各寮で実施し、困難な児童支援にあた

る職員の精神的負担やストレスを感じた時の対処法を学んだ。 

 

（４）アクションⅣ－⑤ コンプライアンスの推進 

コンプライアンス研修により、すべての職員に対してコンプライアンス意識の 

推進を図った。 

 

コンプライアンス研修受講率 １００％ 
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